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１．研究計画の概要 
この研究の目的は、企業の合併・買収が従業
員の雇用・賃金と企業の業績に与える影響を
分析することである。具体的には、合併・買
収が、雇用や賃金に与える影響に注目する。
近年、日本においても世界的に見ても合併・
買収が増加している。これらに対する関心の
高まりを受けて合併・買収が企業の業績に与
える影響に関しては、日本でも分析が蓄積さ
れてきている。しかしながら、合併・買収が、
雇用や賃金に与える影響に関する分析は非
常に少ない。このため、合併・買収は従業員
の利害を阻害するかどうかについても、実証
的な点からははっきりとした答えが得られ
ていない。本研究ではこの点を実証的に分析
することを目的とする。 
 
２．研究の進捗状況 
現在まで、先行研究のサーベイを行った。さ
らに、上場企業を対象に分析の基礎となるデ
ータを収集・整備を進めた。また、このデー
タセットをもとに基礎的な分析を進めてい
る。 
３．現在までの達成度 
さらに、雇用の決定に関する実証分析を行う。
具体的には、雇用調整関数を推計した。雇用
調整関数とは、企業の雇用量決定を分析する
モデルである。ある年度における企業の操業
状況から、その企業の最適雇用量を考えるこ
とができる。企業は、最適雇用量と現実の雇
用量の差だけ雇用量を調整する。しかし、雇
用調整にはそれ自体費用がかかるため、最適
雇用量をすぐに実現できるわけではない。そ
こで、企業によって雇用調整のスピードが異
なることになる。そこで、本年度は、雇用調

整関数を計量経済学的手法を用いて実証的
に分析した。雇用調整関数に関しては、日本
でも先行研究が存在するので、それらの研究
を参照にしつつ分析する。雇用調整関数を用
いた海外の研究でも、合併後雇用が減少して
いるという結果が幅広く観察されている。仮
説が正しいのであれば、合併・買収後に雇用
が削減されるであろう。計測の結果、合併後
にこようが削減されるという事実を確認す
ることができた。 
４．今後の研究の推進方策 
今後、収集したデータを中心に、賃金や雇用
量の決定に関する実証分析を行う。具体的に
は、まず、雇用調整関数を推計する。雇用調
整関数とは、企業の雇用量決定を分析するモ
デルである。ある年度における企業の操業状
況から、その企業の最適雇用量を考えること
ができる。企業は、最適雇用量と現実の雇用
量の差だけ雇用量を調整する。しかし、雇用
調整にはそれ自体費用がかかるため、最適雇
用量をすぐに実現できるわけではない。そこ
で、企業によって雇用調整のスピードが異な
ることになる。そこで、今後は雇用調整関数
を計量経済学的手法を用いて実証的に分析
する。雇用調整関数に関しては、日本でも先
行研究が存在するので、それらの研究を参照
にしつつ分析する。合併ダミーを含めて雇用
調整関数を推計することにより、売上高の変
化などをコントロールした上で合併の効果
を分析することができる。雇用に加えて、賃
金の調整、総労働費用の調整も分析する。 
 
また、合併が雇用・賃金に与える影響を分析
するためには、合併を経験していない企業と
比較することが必要である。近年の研究では、
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比較対象をどのように設定するかが重要と
されている。本研究では、合併企業と可能な
限り近い条件で設定した上で合併の効果を
分析する。 
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